第１２章　商業及び貿易
商業の概況
　昭和54年６月１日現在における商店数は､23万5019店で、前回調査（昭和51年５月１日現在）に比べ、２万662店（9.6パーセント）の増加となり、また、これら商店の従業者数は、111万1408人で前回に比べ、４万1576人（3.9パーセント）の増加となっている。
　一方、年間販売額は、一挙に50兆円を突破して、54兆1612億円となり、前回に比べ８兆9009億円（19.7パーセント）の増加となった。
　年平均増減率では、商店数3.0パーセント（前回4.5パーセント）増、従業者数1.2パーセント（同2.6パーセント）増及び年間販売額6.0パーセント（同6.3パーセント）増となっており、前回に比べやや伸びが鈍っている。
業態別
　動向を業態別にみると、卸売業は、商店数、年間販売額とも前回に比べ、それぞれ2983店（8.0パーセント）増、７兆5305億4500万円（18.7パーセント）増と､堅調に増加しているが、従業者数では、2210人（0.5パーセント）の微増にとどまっている。
　また、年平均の増減率をみると､商店数は2.5パーセント（前回6.2パーセント）､従業者数は、0.1パーセント（同1.6パーセント）､年間販売額は､5.7パーセント（同5.3パーセント）となっており､前回に比べるとその増減率は､商店数で3.7ポイント､従業者数で､1.5ポイントと､いずれも鈍化している反面､年間販売額では､逆に0.4ポイント高くなっている。物価指数でデフレートした年間販売額の実質増減率でも、14.8パーセント増となり、前回のおちこみ（10.0パーセント減）を回復している。
　小売業についても商店数、年間販売額及び従業者数は、4773店（4.0パーセント）増、１兆2258億2600万円（2.7パーセント）増及び３万390人（7.5パーセント）増とそれぞれ堅調な伸びを示しているが、年平均の増減率では、商店数は、1.3パーセント（前回2.8パーセント）増、従業者数は、2.4パーセント（同2.9パーセント）増、年間販売額は､8.1パーセント（同15.3パーセント）増となっており､前回の増減率を下回っている。
　しかしながら、物価指数でデフレートした年間販売額の実質増減率は10.7パーセント（前回1.1パーセント）増となり、前回を大幅に上回っている。
　次に、小売業のうち、年間販売額の13.7パーセント（7896億3200万円）を占めるスーパー商店についてみると、商店数、従業者数、年間販売額は、234店（40.5パーセント）増、8621人（38.4パーセント）増、2240億2700万円（39.6パーセント）増といずれも大幅な増加となっている。
　前回も高い伸びを示した飲食店は、依然、急増傾向（１万2906店（22.0パーセント）増）にあり、なかでも、バー・酒場等の増加（7366店（76.5パーセント））が著しい。
　しかし、バー・酒場等を除く飲食店についてみると、その増減率は、11.3パーセント（前回14.4パーセント）増、年平均の増減率でも3.5パーセント（前回7.0パーセント）増とその伸びは鈍っている。
業態別構成比
商店数、従業者数、年間販売額における各業態の構成比をみると、商店数では、卸売業（17.1パーセント）､小売業（52.5パーセント）のウェイトが低下傾向にある反面、飲食店（30.4パーセント）のウェイトが3.1ポイント高くなっている。
　従業者数については、卸売業（43.6パーセント）のウェイトが緩やかな低下傾向にあるものの、小売業（36.2パーセント）、飲食店（20.2パーセント）では、ウェイトは高まっている。
　年間販売額についてみると、卸売業（88.5パーセント）のウェイトは低下傾向にあり、反面、小売業（10.0パーセント）､飲食店（1.5パーセント）のウェイトは高まっている。いいかえれば、卸売業は、商店数、従業者数、年間販売額のいずれにおいてもウェイトの低下傾向がみられ、小売業は、商店数において、低下傾向はみられるものの、従業者数、年間販売額において、ウェイトは高まっている。
　また、飲食店は、卸売業とは反対に商店数、従業者数、年間販売額のいずれにおいても、そのウェイトは増加傾向にある。
組織・規模別
　商店数の構成を経営組織別にみると、全商店のうち23.8パーセントが法人組織をとっている。卸売業では67.0パーセント、小売業では17.7パーセント、飲食店では10.0パーセントとなっている。当然ながら小売業、飲食店においては個人商店が圧倒的に多いが、各業態とも年々法人商店の割合が高くなる傾向がうかがわれる。
　従業者規模別にみると、卸売業では従業者数１人から４人規模が44.8パーセントを占め、次いで５人から９人規模が28.2パーセントを占めている。 10人未満の商店をみると73.0パーセント（前回71.4パーセント）となり、前回に比ベウェイトが1.6ポイント増加している。小売業及び飲食店では１人から４人未満の商店がそれぞれ86.9パーセント、84.3パーセントを占めており、これら商店の零細性を示している。
地域別
　地域別にみると、大阪市地域は、年間販売額では、府下の90パーセント近くを占めているが、全体に占めるウェイトは低下傾向にある。
貿易の概況
　府下の貿易港（大阪港、堺港、岸和田港）における昭和55年の貿易額は前年に比べ25.6パーセント増で４兆4592億円、このうち輸出は前年に比べ23.0パーセント増で２兆2855億円、輸入は前年に比べ28.4パーセント増で２兆1737億円となり、貿易収支は1118億円の輸出超となった。
　輸出に占める品目別の構成比をみると、機械機器が53.4パーセント、金属及び同製品が23.3パーセント、化学工業生産品が8.1パーセントとなり、一方、輸入では鉱物性燃料が48.7パーセント、原料品が13.9パーセント、食料品及び動物が9.6パーセントとなっている。
